
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 3年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人かものはしプロジェク ト

1 事業の成果

【総括】

イン ドでは既存事業の成果 として被害者への補償が恒常化、さらなる抜本的な課題解決への仮説をも

とに、新事業が始動。 日本事業では事業部戦略を立案 し、CI事業・VOICE事業を継続 したほか、コロ

ナ禍で困窮する子ども・若者 らへの支援を実施。組織 としては内外の対話・議論を重ね、新理念・目的案

が決定。

【イン ド事業】

Ta■eesh(タ フティーシュ)事業では、昨年度に引き続き、裁判支援、サバイバーの生活再建、刑事司

法制度や福祉制度の強化に取 り組みました。被害者補償については事業開始当初に比べ、10～ 20倍の補

償金額が恒常的に認められるようになってきました。また、2022年以降同事業に予防の要素を組み込む

べく、「人身売買の予防」が意味することを理解するための調査を実施 しました。Leadershlp Next(サ

バイバーのリーダーシップ)事業では、13のサバイバーグループの活動のモニタリングを行いました。

その結果、それぞれが行っている取 り組みは非常に多様で、声のあげ方や訴えるテーマもさまざまであ

ることが明らかになつてきました。これらのサバイバーの うち 7人は ILFAT(イ ン ド反人身売買リーダ

ー連盟)の リーダーとして包括的人身売買取締法案に対する要求を政府やメディアに対 して積極的に行

いました。更に、2019年 に実施 した NGOリ ーダーの特性調査の結果から導かれた仮説をもとに、イン

ドのソーシャルセクターのリーダーシップ育成の場を創出する、We the Leaders事業が始動 しました。

【日本事業】

事業部全体では、3年間のパイロットフェーズでの経験を元に、事業部戦略を立案、確定 しました。

CI(コ レクティブ・インパク ト)事業では、前年に引き続き NPO法人 ETIC.と のパー トナーシップのも

と、地域の連携・協働を促進するコーディネーター役を担 う6団体への伴走支援を行い、各地域で、官民

の連携・協働や、子ども・家族の孤立を防ぐ活動が進みました。VOICE事業では、一般社団法人子ども

の声からはじめようの子どもア ドボケイ ト派遣の試行実践に参加 し、一時保護所へ定期訪間を行い、子

どもたちの声を時間をかけて丁寧に聴 くことで、子どもが自分自身で気持ちや要望を整理 し、職員や家

族に伝えられるよう支援をしました。また、長引くコロナ禍で厳 しい生活を余儀なくされている子ども・

若者やその家族への支援を、東京 と岡山の 2団体を通 じて行いました。

【普及啓発事業】

2022年 3月 末現在で 15,313名 の方に会員として応援いただいています。2021年度の収益は約 4億

3千万円、支出は約 3億 3千万円となりました。



2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【371,656】 千円)

足秋 に記載
された
事業名

事業内容 日日寺 場所
従事
■
`́ロ

人数

受益
対象者
範囲

党盃
対象者
人数

事業費
(千 円)

(1)世 界の児童 買
春、児童労働、人身
売買の被害にあう
リスクの高い子ど
もや若者を保護す
る事業

(2)保 護 した子 ど
もや若者達の経済
的自立をサポー ト
する職業訓練事業

(5)国際機関、政府
及び地方自治体の
国際協力に関する
政策等に対する提
言する事業

(6)目 的を同 じく
する他団体等 との
情報交換や他団体
と連携 した協働事
業

(7

ざ
産
紹
創

)生 活 向 上 をめ
す人々が作 る生
物の普及または
介 を通 じた雇用
出事業

(8)世 界各国の児
童買春・人身売買
問題に関わる調査
事業

【Tahesh】
複数のパー トナー団体と共に
被害にあった女性たちが権
利・正義を取 り戻せるよう、
イン ドの中央政府や各州政
府、各地区に働きかけ、捜査・
裁判や被害者を支援する仕組
みを変えていくことを目指 し
取 り組む。また、活動を推進
していくために必要なワーク
ショップ等も行っていく。

通年 イ ン ド

(マ ハラ
シュ トラ
州、西ベ

ン ガ ル

州、アン

ドラプラ
デ シ ュ

州 )

2名 人 身 売 買

サ バ イ バ

の  ベ

232名
175.391
千円

【Leadershlp Ne■
人身売買の被害を生
きたサバイバーたち

】
き抜いて
が、社会
と成長す
業。5つ
プが、地
ィア等ヘ

支援の活

を変え
ること
のサバ
元行政
の働き
動を行
ド全土
連盟を
リーダ

るリーダーヘ
を支援する事
イバーグルー
・掲載・メデ
かけや被害者
っている。また、イン
の反人身売買リーダー
通じて、サバイバーの
―シップを支援する。

通年 イ ン ド
(マ ハラ

シュ トラ
州、西ベ

ン ガ ル

州、アン

ドラプラ
デシュ州
を重点 と
し、イン

ド全域)

2名 人 身 売 買

サ バ イ バ

3.906
●

【1洒ζe the Leadres】

NGOリ ーダーの特性調査の

結果から導かれた仮説をもと
に、イン ドのソーシャルセク
ターのリーダーシップ育成の

場を創出する

通年 イ ン ド

(マ ハ ラ
シュ トラ
州、西ベ

ン ガ ル

州、アン

ドラプラ
デシュ州
を重点 と
し、イン

ド全域)

2名 現地 NGO

関係者

118名

【CI事業】
民間の非営利法人
で行政等セクター
越えた協働により
その家族を取り巻
連鎖を癒 し、皆が
地域エコシステム

、地域社会
や専門性を
、子どもや
く不条理の
共に生きる
を形成

通年 日本 2名 ※ 活 動 準

備 段 階 の

ため、受益

者無 し

49,231

千円

【VOICE事業】
社会的養護の当事者の声を現
場の支援に反映させる取り組
み

通年 日本 2名 ※ 活 動 準

備 段 階 の

ため、受益

者無 し



り屋易てPに
おける支援プロ

パー トナー団体を通 して、長
引くコロナ禍で、厳 しい生活
を余儀なくされている子 ど
も 。若者やその家族への支援
する

2021 年

10 月 ～

2022 ‐年

10月 ※

一部継 続

中

日本 (東

京、岡山)

2名 パ ー トナ

ー 団 体 が

支 援 した

子 ども・若

者 や そ の

家族たち

の  ベ

111名

(4,日 本 の 人 々 が
開発協力における
望ま しい姿勢につ
い て 考 え る た め
の、ホームページ、
メールマガジン、
会報、出版、セ ミナ
ー等による普及啓
発事業

活動報告会やイベ ン ト、Web
上での情報発信、メールマガ
ジン発行、年次報告書発行、
講演会 な どを通 した普及啓
発活動。

通年 日本 7名 子 ど も が

売 られ る

問 題 の 解

決 に 関 心

の あ る人

たち

懇'900
110,731
千円



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和3年度 活動計算書 (その他事業が上登場合)

事 業 報 告 用

特定非営利活動去人かものはじプロジェク ト

受取会費 354,231,704

受取寄附金

2 蹴 50`.004
56,504,084

受取助成金
16.000,7:4

16,090,714

普及啓発事業収益

4
1.466.900

:・

`66“
Ю

受取利息

為替差損益
雑収益

5 そ

2,741

1,000,373
1,364,000

2.36■ 114

“

.9“.865

223.669,288
業務委託費
支払助成金
研修費
広告宣伝費
会議費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
印刷製本費
新聞図書費
支払手数料
支払寄付金
保険料

86,443,

66,078,

1,133,

51,991.

121,

608,

387,

59,

225,

25.

16.484.

15,

95,

968

059
400
064
450

173

567

587

992

643

385

000
000

(1

2

給料手当
法定福利費
通勤費

43,381,521
6,381,390

175,944

27■ 曲 .143

業務委託費
研修費
広告宣伝費
会議費
諸会費
旅費交通費
通信運搬費
印刷製本費
水道光熱費
保険料
地代家賃
支払手数料
リース料
支払報酬
租税公課
支払利 B
新聞図書費
消耗品費
雑費

938
156

000
074
000
222

248

397

847

610
970
513

920

000
000
558

881

056

760

2

2

(1 )

26,752,381
4,740,998

39,752
193.890

5,232,

3,324,

1,507,

276,

250,

702.

2,343,

743,

294,

43,

3,951,

給料手当

法定福利費
通勤費
福利厚生費

B

331.521.314

`期
経 常 増 減 額 A B ・・・① 99.139.202

C

D

`朗
経 常 外 増 滅 C 【D】  ・・・②

09.139.202) ・ ・ ・ ③

195.943.745財  :
【 m饉 麟 正 味 財 : )+( 295.082.947

■E

IIi

=F

■EE―コ■1■E

Eヨ||:1,日 1巨亘|IE]||」■日li]|111日ET:]|〔

mE■ EI]li■
―

E

■■■■EmBE■

430.660.516
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和3年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人かものはじプロジェク ト

′

2
1

現金預金

未収金

前払金
仮払金

前払費用

283,402,578
31,345,408

1,364,000
916

311,740

長期未収金
差入保証金

13,199,737
1,092,000

【A】 資 産 合 計 ①+② 330.716.3

6.675,000長期借入金

2

未払舎

未払法人税等
前受金
1年 以内返済長期借入金

預り金

21,515,416
70,000

110,000
5,340,000

1,923,016

B-2
正

正 99 139 202

195,943,745

295_002.947

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 330.716.379
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16 28 関係 )

令和3年度  財務諸表の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人かものはじプロジェク ト

重要な会計方針
財務諸表の作成は、順'0法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協議会 )

によつています。

(1)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税込方式を採用 してお ります。

使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の期末時点で使途が制約されていない正味財産は295,082.947円 です.

3.借 入金の増減内訳
円 )

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産 .負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項
・ 事業費と管理費の核分方法

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち.給料手当.賞与および法定福利費については従事割
合に基づき按分 しています。

・ 給料手当には使用人兼務役員分も含まれていますが、支給対象者数が少ないため個人情報保護の観点から金額
の明示を省略 しています。

・2019年 10月 にOak財 団と3年間のTafteesh事 業 (イ ン ド事業)の実施に関する契約を締結 しました。
2022年 4月 から2022年 11月 までに、Oak財団と当法人が以下を拠出する予定です。

3年 次

(2022年 4月 ～ 2022年 11月 )

LSD 円

Oak財 団 119.833.02 14,666.363

かものはし
プロジェク ト

243.931 21 29.854.740

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考

Tafteesh事 業

(イ ン ド事業 ) 16,090,714 16,090,714

合 計 16.090.714 16.090.714

実際の助成金入金額 と当期増加額の差
額は、未収金 として貸借対照表に計上
しています。

科 目 期 首 残 高 当期 倍 入 当期 波 済 期 末 残 高

長期借入金
(1年 以内返済予定を
含む)

17.355,000 5.340,000 12.015.000

科 目
財務諸表に
計上された金
額

内.役員との

取引

内 .近親 者及

び支配 法人等

との取
=|

(貸借対照表 )

長期未収金 13, 199,737 13, 199,737

1.430.000
(活動計算書)

【事業費】業務委託費
86,443,968

※日本円は読者の使宜のために提供するものであり.2022年3月 31日 の為替相場 (1じSS=12239円 .単位未満切捨て表示)で

換算 しています。

・ 2018年 3月 まで当法人の一事業であったカンボジアのコミュニティ・ファク トリー事業 (以下.「 CF事業」 )

について、2021年 8月 にカンボジア税務当局から税務調査がありました。
2021年 から5年 間遡及された追徴課税を受けた結果、近い将来追徴課税の負担が発生する可能性があります .

当該CF事業については、2018年 3月 31日 .当 法人の が新たに設立した

特定非営利活動法人SALASじSt(以 下、「SALASじ SU」 )に事業譲渡しており.SALAStSし と共同で外部の専門家に依頼し.

当該追徴額に関して税務当局と交渉を行っております。
2022年 3月 末現在で追徴額は確定しておりません。



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和3年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人かものはじプロジエク ト

金   額  ヽ 計 計

283,139,723

(1
2

払

未収金 7件

前払金 2件

用 2

長期未収金 1件

差入保証金 1件

31,345,408

311,740

916

13,199,737

現金預金

現金
外貨現金

174,000
88,855

普通髯iRFJ響

`‐

]li貸 :交妻層募IE響倉預金

][[鰊i星[普馨彊余金

249,995,228
8,895,563
16,545,351
3,917,524
3,786,057

仮払金 1件

1,364.000

1,092.000

【A】 資 産 合 計 ①十② 330,716.379

5,340,000

1,923,016 1

6,675,000
6,675,000

2

未払金 50件

預 り金 源泉所得税ほか

21,515,416

5,340,000

70,000

110,000

未払法人税等

長期
諄梁ま策金融公庫

1年以内返済長期借入金
日本政策金融公庫

前受金 3件

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 35.633.432

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 295.082.947

]IE」■コ■】ILi
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書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和3年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事来年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人かものはしプロジェク ト

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ )

氏    名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該 当者のみに記入 )

1
理 事 監 事

モ トキ ケイスケ

本木 恵介

令和3年 4月 1日

令和4年 3月 31日

令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

2 監 事

サイ トウ サヤカ

齋藤 早耶香

令和3年 4月 1日

令和4年 3月 31日

年  月  日

■1   月   日

3 監 事理 事

アオキ ケンタ

青木 健太

令和3年 4月 1日

令和4年 3月 31日

年 月

月

日

日年

4 監 事理 事

イ トウ ケン

伊藤 健

令和3年 4月 1日

令和4年 3月 31日

年 月

月

日

日年

5 監 事理 事

シノダ マキコ

篠田 真貴子

令和3年 4月 1日

令和4年 3月 31日

年:   月   日

年  月  日

6 監 事

a =!-" l-'",/:1

横山 十祉子

令和3年4月 1日

令和4年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

7 理 事 監 事

ヒグチ テツロウ

樋 口 哲朗

令和3年4月 1日

令和3年 6月 30日

年

年

月

月

日

日

8 監 事理 事

ヒグチ テツロウ

樋 口 哲朗

令和3年 7月 1日

令和4年 3月 31日

今:   月   日

午:  月   日

9 理事

ヤマモ ト

リョウタロウ

山本 龍 太朗

令和3年 4月 1日

令和4年 3月 31日

年

年

月   日

月   日

10 理事・監事

年 月

月

日

日年

年[   月   日

4:   月   日

理 事



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人かものはしプロジェク ト

氏    名

1 齋藤 早耶香

2 青木 健太

3 本木 恵介

4 金子 功

5 河合 哲志

6 小城 武彦

7 山崎 幸平

8 高橋 義孝

9 山「]元毅

10 堀尾 健太

11 藤井 武治

12 井 L英之


